
住工共生のまちづくりに向けた製造業事業所の立地状況等に関する調査 報告書概要 

１．調査の背景と目的 

東大阪市では、モノづくり企業の集積は、地域経済を支える重要な存立基盤であることから、その維持に

向け、市民の良好な住環境とモノづくり企業の操業環境を保全し、創出することにより、住工共生のまちを

実現していくことが必要との認識のもと、市民、モノづくり企業、市等が一体となってそれを推進するため、

東大阪市住工共生のまちづくり条例を制定し、平成２５年４月１日に施行しました（一部は同年１０月１日

に施行）。

これに伴い、平成２５年度に、条例第１０条に規定するモノづくり推進地域の指定（及び解除）に向け、

モノづくり企業の立地状況の把握及びモノづくり企業を対象にしたアンケート調査（第 1次調査）を市内全
域で行うとともに、長期的な工場用地の確保を目指した、条例第１１条に規定する都市計画法に基づく制度

の積極的な活用に向け、モノづくり企業の意向を把握すべく一部地域でヒアリング調査（第 2次調査）を行
いました

２．調査概要 

【調査フロー】

【調査対象地区図（現在の用途地域図）】

◎工業系用途地域…工業専用地域（青色）、工業地域（水色）、準工業地域（紫）
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３－１．第1次調査の実施及び結果 

【製造業等立地状況図】

別紙のとおり

【用途地域別製造業事業所数】

工業専用地域 ８９

工業地域 １，４３８

準工業地域 ２，７９１

商業系地域 ３４６

住居系地域 １，７７３

市街化調整区域 １８

合計 ６，４５５

【アンケート回収結果】

現地調査を踏まえたモノづくり企業

（アンケ－ト対象企業）

６，４５５

アンケ－ト調査票配布数 ６，０１８

有効配布数 ４，５２０

アンケート調査票回収数（回収率） ２，８１６

（６２．３％）

３－２．第1次調査アンケート結果 主な回答状況 

・操業にまつわる問題点（周辺状況）【問５－３】

5.0 %

13.5 %

26.5 %

7.3 %

1.0 %

46.9 %

11.3 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 %

1)現在、近隣の居住者から苦情がある
2)以前、近隣の居住者から苦情があった

3)苦情は無いが、近隣に住宅が有り、気を使う
4)周辺道路事情が悪い

5)その他
6)特になし
0)無回答

回答数2,816

2.5 %

5.1 %

5.2 %

4.2 %

4.8 %

2.5 %

12.9 %

13.2 %

7.8 %

16.3 %

5.0 %

24.7 %

22.5 %

23.5 %

35.8 %

22.2 %

6.9 %

6.8 %

4.2 %

9.4 %

22.2 %

1.2 %

1.4 %

0.6 %

0.4 %

80.0 %

49.4 %

50.4 %

54.8 %

36.4 %

55.6 %

12.5 %

9.9 %

11.0 %

12.0 %

12.5 %

11.1 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 % 80.0 % 90.0 %

工業専用地域

工業地域

準工業地域

商業系

住居系

調整区域

現在、近隣の居住者から苦情がある 以前、近隣の居住者から苦情があった

苦情は無いが、近隣に住宅が有り、気を使う 周辺道路事情が悪い

その他 特になし

無回答

回答数9

回答数40

回答数583

回答数1,227

回答数166

回答数791



・現在の事業地における操業継続の意向【問６】

・続けていきたいと考えている主な理由【問７】

1)続けていきたいと考え

ている

75.5%

2)続けていきたいとは考

えていない

18.0%

0)無回答

6.5%

回答数2,816

90.0 

79.6 

78.2 

72.9 

67.8 

77.8 

5.0 

15.3 

16.1 

18.1 

23.9 

11.1 

5.0 

5.1 

5.7 

9.0 

8.3 

11.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工業専用地域

工業地域

準工業地域

商業系

住居系

調整区域

続けていきたいと考えている 続けていきたいとは考えていない 無回答

回答数9

回答数40

回答数583

回答数1,227

回答数166

回答数791

30.7 %

25.4 %

13.4 %

6.9 %

22.0 %

10.2 %

1.1 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

1)操業環境が良い

2)近隣に取引先がある

3)創業地としてこだわりがある

4)移転先が無い

5)移転資金が無い

6)その他

0)無回答
回答数2,124

63.9 %

35.1 %

32.3 %

43.0 %

19.2 %

28.6 %

19.4 %

27.8 %

27.2 %

21.5 %

21.5 %

14.3 %

5.6 %

11.6 %

11.1 %

19.0 %

17.9 %

28.6 %

7.1 %

7.2 %

6.6 %

6.7 %

14.3 %

13.9 %

17.5 %

19.7 %

19.8 %

31.0 %

28.6 %

2.8 %

8.4 %

10.3 %

8.3 %

12.5 %

2.2 %

0.9 %

0.9 %

0.0 % 10.0 % 20.0 % 30.0 % 40.0 % 50.0 % 60.0 % 70.0 %

工業専用地域

工業地域

準工業地域

商業系

住居系

調整区域

操業環境が良い 近隣に取引先がある 創業地としてこだわりがある

移転先が無い 移転資金が無い その他

無回答

回答数7

回答数36

回答数464

回答数960

回答数121

回答数536



・続けていきたいと考えていない主な理由【問８】

・「モノづくり推進地域」の指定希望【問１０】

1)廃業を考えている

60.4%

2)移転を考えている

31.3%

3)その他

7.3%

0)無回答

1.4%

回答数508

50.0 

55.1 

57.4 

60.0 

66.7 

50.0 

37.1 

37.6 

36.7 

21.2 

5.6 

5.6 

10.6 

100.0 

2.2 

0.5 

3.3 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工業専用地域

工業地域

準工業地域

商業系

住居系

調整区域

廃業を考えている 移転を考えている その他 無回答

回答数1

回答数2

回答数89

回答数197

回答数30

回答数189

1)希望する

30.2%

2)希望しない

47.5%

3)その他

5.9%

0)無回答

16.4%

回答数2,776

【工業地域における地区別集計】

Ａ高井田

Ｂ西堤 

Ｃ稲田

Ｄ柏田

Ｅ西岩田

Ｆ水走 

Ｇ新町 

Ｈ加納 

Ｉ岩田町

35.2 

34.3 

25.9 

21.5 

38.8 

44.6 

53.6 

57.0 

66.7 

4.3 

6.7 

4.8 

6.2 

21.8 

14.5 

15.7 

15.3 

33.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

工業地域

準工業地域

商業系

住居系

調整区域

希望する 希望しない その他 無回答

回答数9

回答数583

回答数1,227

回答数166

回答数791

35.2 

43.1 

32.2 

37.9 

33.3 

33.3 

28.2 

19.7 

38.8 

34.5 

35.6 

41.4 

43.8 

33.3 

37.2 

50.0 

4.3 

3.9 

6.8 

3.8 

3.8 

7.6 

21.8 

18.5 

25.4 

20.7 

19.0 

33.3 

30.8 

22.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

Ａ地区

Ｂ地区

Ｃ地区

Ｄ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｇ地区

希望する 希望しない その他 その他

回答数583

回答数232

回答数59

回答数29

回答数105

回答数9

回答数78

回答数66



・「半恒久的に住宅建設等を規制する地域」の指定希望【問１２】

・操業環境を守るための施策【問１４】

４．第２次調査の実施及び結果 

条例第１１条に規定する「モノづくり推進地域のうち、特にモノづくり企業の集積を維持し、促進す

ることが必要であると認められる地域」における「都市計画法に基づく制度を積極的に活用すること」

について、半恒久的に住宅建設を規制することの可能性を探るべく、事業者の意向を確認する調査を実

施した。 

 第 1次調査の立地状況を踏まえ、モノづくり推進地域（調査時点では工業地域全域）で製造業が集積

している地域（住宅の立地が少ない地域）である７地区を抽出し、ヒアリング調査を実施した。 

1)希望する

20.2%

2)希望しない

51.3%

3)内容を詳しく

聞きたい

4.3%

0)無回答

24.2%

回答数2,776

25.9 

23.4 

18.1 

11.8 

42.2 

50.1 

54.2 

59.0 

66.7 

3.8 

4.6 

3.0 

4.4 

28.1 

21.8 

24.7 

24.8 

33.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

工業地域

準工業地域

商業系

住居系

調整区域

希望する 希望しない 内容を詳しく聞きたい 無回答

回答数9

回答数583

回答数1,227

回答数166

回答数791

25.9 

33.2 

18.6 

48.3 

14.3 

11.1 

20.5 

24.2 

42.2 

40.9 

44.1 

31.0 

52.4 

44.4 

34.6 

42.4 

3.8 

3.9 

5.1 

5.7 

2.6 

3.0 

28.1 

22.0 

32.2 

20.7 

27.6 

44.4 

42.3 

30.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

Ａ地区

Ｂ地区

Ｃ地区

Ｄ地区

Ｅ地区

Ｆ地区

Ｇ地区

希望する 希望しない 内容を詳しく聞きたい 無回答

回答数577

回答数56

回答数33

回答数99

回答数11

回答数85

回答数62

回答数226

【工業地域における地区別集計】

1)工業系地域における住宅建設の規制 

2)工業系地域以外に立地する事業所の工業系地域
への移転支援 

3)工業系地域において、事業者が新たに工場を操業

した場合の支援 

4)住工共生のまちづくりに向けた課題解決ができ

る組織等の設立及び支援 

5)近隣の住宅との騒音や振動などの摩擦防止の対
策として事業所側が行う設備投資に対する支援

6)工業系地域における土地を、工場用途に売却した
際の土地売却者に対する支援 

7)工業系地域において工場を優先する地域である

ことを示すＰＲ支援（看板の設置等） 

8)事業所側が主体となって、地域住民を招いて実施

するコミュニティ活性化のための支援 
（盆踊り大会や工場見学会などイベント等） 

9)その他 

無回答 

45.6%

20.4%

25.7%

16.8%

31.1%

7.4%

22.7%

3.3%

3.3%

20.5%

0 10 20 30 40 50 60

…

回答数2,816



【実施箇所図】

【ヒアリング調査結果数】

【Ａ～Ｇ地区合計での回答の概要】

・第１次調査の市内全域では住宅建設規制についての賛成は約 20％と低いが、今回第２次調査をした地域で
は約 72％と高くなっており傾向は明らかに異なる。このような地域は長期的な工場用地の確保に向け、住
宅を規制してくことも検討していくべきであると考えられる。

・「半恒久的に住宅建設を規制する地域への指定」を希望しない企業の理由として、「想定されるメリットに

魅力がない」の回答が多くなっている。このことは、住宅建設規制により想定されるマイナスの影響以上

のメリットを享受できることがわかれば、指定を希望するに転じる可能性があるとも考えられる。

・また、「そもそも、住工混在問題が起きるとは考えていないため」についても多くなっているが、現在は住

工混在による問題はないが、今後起こりうるという懸念はある。現在の「操業環境の良さ」を維持してい

くためにも、半恒久的に住宅建設を規制する地域の指定に向けた検討をすべきであると考えられる。

Ａ　高井田地区 Ｃ　稲田地区 Ｆ　水走地区　① Ｆ　水走地区　②

回答 24 回答 26 回答 17 回答 13

拒否 14 拒否 11 拒否 23 拒否 16

対象外 0 対象外 0 対象外 3 対象外 1

実施事業所合計 38 実施事業所合計 37 実施事業所合計 43 実施事業所合計 30

調査対象事業所 38 調査対象事業所 37 調査対象事業所 40 調査対象事業所 29

回答事業所 24 回答事業所 26 回答事業所 17 回答事業所 13

有効回答率 63.2% 有効回答率 70.3% 有効回答率 42.5% 有効回答率 44.8%

Ｆ　水走地区　③ Ｆ　水走地区　④ Ｇ　新町地区 Ａ～Ｇ地区合計

回答 13 回答 48 回答 8 回答 149

拒否 7 拒否 64 拒否 11 拒否 146

対象外 3 対象外 7 対象外 3 対象外 17

実施事業所合計 23 実施事業所合計 119 実施事業所合計 22 実施事業所合計 312

調査対象事業所 20 調査対象事業所 112 調査対象事業所 19 調査対象事業所 295

回答事業所 13 回答事業所 48 回答事業所 8 回答事業所 149

有効回答率 65.0% 有効回答率 42.9% 有効回答率 42.1% 有効回答率 50.5%

＊調査対象事業所は、実施事業所合計から、対象外を除いた数

＊対象外は、調査対象事業所に上げていたが現地調査の際、モノづくりを行っていないことを確認した事業所

Ｆ地区

Ｇ地区

Ｃ地区

Ａ地区


